
関係都道府県・政令指定都市教育委員会
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東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査

のための職員派遣について(依頼)

東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査のための職員派遣につ

いては,これまで各都道府県・政令指定都市で積極的に対応していただいており,

深く感謝申し上げます。

皆様方のおかげをもちまして,防災集団移転事業等の住宅再建事業に伴う発掘調

査にっいては,一部の地域を除き,平成26年度中'に発掘調査がお羚むね終了する見

込みです。しかし岩手県,宮城県及び福島県では,平成27年度においても,ほ場

整備事業,道路建設等のインフラ整備事業等の復興事業に伴う発掘調査の実施が見

込まれており,今般,三県から文化庁に,平成27年度上半期の職員派造について

要請がありました。

被災地の迅速な復旧・復興のための埋蔵文化財発掘調査の対応は極めて重要とな

つてぃます。三県におきましても,復興事業に対応するための人員の確保に御尽力

いただいてぃるところですが,事業量が多いこ'とから,十分な対応が未だ困難な状

況です。そこで,職員の派遣について是非御検討いただきたく,別添1の「調査票

様式」に必要事項を記入の上,11月25日(火)までに下記署名先に御回答いた

だくようぉ願いします。記入に当たっては,別添2の「派造に関する留意事項等」

を御参照ください。

な船,各都道府県教育委員会においては,貴管下の市区町村教育委員会に照会い

ただき,市区町村教育委員会の回答を取りまとめの上,貴委員会分と合わせて御回

答くださるようぉ願いいたします。

被災地の迅速な復旧・復興のために,皆様の積極的なお力添えを何とぞお願い

申し上げます。

26財記念第99号

平成2 6年11月4日

文化庁文化財部記念物課長

高橋宏 .
(印影印刷)
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(本件担当連絡先)

文化庁文化財部記念物課

埋蔵文化財部門林正憲(内線2879)
田村謙治(内線4768)企画調整係

電話:(代表) 03-5253-4111

(夜間直通)船一6734-4760
F A X:03-6734-3822

E-mail: mhayashi@bunka.go.jp (調査票回答先)



1.当調査票連絡先

(1)地方公共団体名

(2)担当部署

(3)担当者名(ふりカサ幻
(4)電話番号

(5) Fax

(6)E-ma"

2.平成27年度の派遣について
平成27年度に派遣可能な者について派遣可能な期間等を御記入ください。
※都道府県においては、各市に照会の上、取りまとめをお願いいたしまf(政令指定都市分にっいては不要です)。
※政令指定都市においては、同市についての御回答のみで結構です。
※派遣可能な者を記入する場合は1名ごとに行を変えて御記入ください。
※平成26年度にすでに被災地への派遣を行われ、27年度も引き続き派遣する場合も御回答ください。
※都道府県につきましては、被災市町村への職員派遣の可否を「市町村への派遣」欄にご記入下さい。

派遣予定職員等に関する調査

例

共団体

例

ム

XX県

派遣期間(0月から0月ま
で)

XX市

平成27年4月から平成28
年3月までの1年間
平成27年10月から平成27
年12月までの3か月間

2

3

4

、'

27 又下, P

派遣見込み
口坐:

平成27年度10月から1名追
加派遣可能
平成28年度4月から1名派
遣可能

別添1

の

調査のみ

市町村への派這
可

0

調整含
市町村への派遣については具体的
な条件を確認した上で判断したい

要望事項等(自由回答)

00市への派遣を希望する

否



1 派遣の種類

本派遣は,災害復旧に伴い,地方自治法第252条の17の規定に基づくものを想

定しています。

2 三県からの要望

(1)発掘調査の内容

・防災集団移転事業等の住宅再建事業に伴う発掘調査については,一部の地域を除

き,平成26年度中に発掘調査がおおむね終了する見込みです。

・平成27年度の発掘調査は,ほ場整備事業,道路建設等のインフラ整備事業が中

心になる見込みです。

(2)派遣先及び業務

・専門職員の派遣先は,岩手県教育委員会,宮城県教育委員会,福島県教育委員会

及び域内の市町村教育委員会となります。派遣後,基本的に発掘調査に従事して

いただくことになりますが,市町村の中には発掘調査に先立つ調整等の業務に携

わって頂きたい旨の要望もあります。

※復興事業の進捗は,市町村によって違いがあるため,発掘調査も特定の市町村に

集中する見込みです。

(3)各職員の派遣希望期間

・平成27年4月1日~28年3月3 1日

・都道府県及び政令指定都市につきましては,.発掘調査から報告書作成までの一貫

した作業遂行の観点から,可能な限り1年間の派遣をお願い致します。

・市町村にっきましては,派遣期間は基本的に問いませんので,派遣が可能な限り,

数ケ月の派遣をお願いいたします。ついては,その時期を具体的にご記入下さい

(平成27.年10月~12月まで等)。

派遣に係る留意事項等(中長期派遣)

別添2

3 派遣希望職員数と具体的な業務内容

(1)総人数

平成27年度上半期

※平成27年度上半期の人数については,平成27年度における総数です。平成

26年度に派遣されている人数から更に追加される人数ではありません。

※今後も事業計画の変動が予想され,人数は流動的であることを御了解ください。

(2)内訳と組織別の具体的な業務内容

別添3のとおり

46 名



4 回答に当たっての留意事項

(1)回答全般について

・派遣可能な者を記入する場合は1名ごとに行を変えて御記入ください。

・都道府県につきましては,市町村への派遣の可否についてもお聞かせください。

なお,市町村への派遣に際しては,業務内容を発掘調査のみと調整業務を含むに

区分しておりますので,いずれかに0を付けて下さい。

(2)平成27年度下半期以降の派遣の見込みについて

可能であれば,中長期(平成27年度下半期から平成28年度)の派遣の見込み

を御記入ください(平成27年度下半期から派遣が司能,平成28年度から1名程

度なら可能など)。平成27年度下半期以降の派遣については改めて本調査と同様

の調査を行いますにの回答で確定ではありません)。

(3)その他

各都道府県等の事情で,特に派遣先や条件等について要望事項,留意事項等があ

りましたら,要望事項等の欄に御記入ください。ただし,要望派遣者数が多いため,

要望等に沿えない場合も予想されますので,あらかじめ御了承願います。

5 その他

・派遣先は,文化庁と岩手県,宮城県及び福島県で調整して決定します。その後,

派遣元と派遣先のそれぞれの県・市において派遣に関する協定等を締結すること

になります。

・東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査のための職員派遣につ

いて(平成25年3月15日付け24庁財第737号別添4)で依頼いたしま

した職員の短期出張による応援等にっいては,引き続き特段の御配慮・御協力を

お願い申し上げます。



1.岩手県教育委員会及び域内市町村

0岩手県教育委員会

・域内市町村が主体となる復興事業に係る発掘調査の支援業務

0山田町教育委員会

・住宅再生事業等に係る試掘調査及び復興事業計画との調整業務

・対象地区 6地区(住宅再生事業のみ)

0大槌町教育委員会

・住宅再生事業等に係る試掘調査及び個人住宅建設に係る本発掘調査等

・対象地区 6地区(住宅再生事業のみ)事業進捗率55%

0宮古市教育委員会

・市復興道路事業に係る試掘調査及び本発掘調査等

・個人住宅建設に係る本発掘調査

0大船渡市教育委員会

・住宅再生事業等に係る試掘調査及び個人住宅建設に係る本発掘調査等

・対象地区 6地区(住宅再生事業のみ)事業進捗率70%

0釜石市教育委員会

・住宅再生事業等に係る試掘調査

・対象地区 7地区(住宅再生事業のみ)事業進捗率認%

0陸前高田市教育委員会

・住宅再生事業等及び復興関連民間開発事業に係る本発掘調査等

・対象地区 3地区(住宅再生事業のみ)

内訳と組織別の具体的な業務内容

別添3

専門職員 1 8名

2 宮城県教育委員会及び域内市町村

専門職員22名,調査+事務職員2名

0宮城県教育委員会

・域内市町村が主体となる復興事業に係る発掘調査の支援業務

0山元町教育委員会

・大規模土地区画整理事業,ほ場整備事業,民間土砂採取事業等多数

・発掘調査の他,調整業務についても要望

0名取市教育委員会

・大規模ほ場整備事業に伴う発掘調査

0気仙沼市教育委員会

・住宅再生事業等に係る試掘調査及び個人住宅建設に係る本発掘調査等

0多賀城市教育委員会

計24名



・大規模ほ場整備事業に伴う発掘胴査

0その他の市町村

・南三陸町,女川町,石巻市,東松島市

3.福島県教育委員会及び域内市町村

0福島県教育委員会

・域内市町村が主体となる復興事業に係る発掘調査の支援業務

0南相馬市教育委員会

・ほ場整備事業等に係る試掘調査及び個人住宅建設に係る本発掘調査等

4.備考

0市町村の並び順は,現時点で派遣の見込みがたっていない市町村うち,平成27年

度における事業量が多い順になっています。

0都道府県と市町村への人数の配分は,派遣可能と回答いただいた地方公共団体の割

合等を勘案し,調整させていただきます。

0福島県内市町村の中には,原発事故のため復興事業計画を現在,策定中の市町村や

線量の関係で他の自治体に支援を求めることができない市町村があり,派遣希望人

数が少なくなっていますが,復興事業が収束しているわけではありません。

0岩手県及び福島県では,法人調査組織の職員の受け入れも希望しています。

専門職員 4名



各都道府県・政令指定都市教育委員会教育長

各都道府県・政令指定都市総務部長

.

東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査

のための職員派遣について(依頼)

東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査のための職員派遣に

つぃて,「東日本大震災の復旧・復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査のための職員
派遣にっ.いて(平成23年9月30日付け23庁財第288号)〕及び「東口本大
震災の復旧.復興事業に伴う埋蔵文化財発掘調査のための職員派遣にっいて(平

成24年9月27日付け24庁財第414号)」による依頼に関し,これまでの積
極的な御協力に感謝申し上げます。

このたび,埋蔵文化財発掘調査の円滑かっ迅速な実施の観点から,石手県,昌

城県及び福島県からの要望も踏まえ,以下にっいて,御協力いただきたいと考え
ております。

また,各都道府県教育委員会におかれては,管下の市区町村の教同委員=に周
知いただき,協力に向け御尽力くださいますよう,粘願いします。

24庁財第 737号

平成2.5年3月15日

別添4

文化庁次

河村

(印影印刷)

1.派遣職員による発掘調査に関する報告害の作成への支援

被災地に浦いて派遣職員が行った発掘調査にっいて,派遣期間内に当該発掘
調査に関する報告書の作成まで至らない場合も想定されます0

職員派造を行ってぃただいた都道府県等教育委員会におかれては,派遣先地
方公共団体の求めに応じて,派遣職員がその派造期間終了後も報口書の作成を
支援できるよう,協力を翁願いします。,
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2.埋蔵文化財発掘調査における民間会社の活用に向けての支援

埋蔵文化財発掘鋼査の円滑かっ迅速な実施の観点から,測量の実施,重機や

作業員の確保及び管理にっいて民問会社の活用も考えられますが,地域によ0

てはその具体的な方法に関する知見や経験が少ないことが課題となっていま.す。

このような業務に関する知見や経験を有する都道府県等教育委員会に船かれ

ては,民間会社の活用に関し,被災地の教育委員会の求めに応じ,担当職員の

出張による応援等の協力をお願いします。

(本件担当連絡先)

文化庁文化財部記念物課

専門官草野純一(内線2釘4)

係長堀敏治(内線4768)

電話:(代表) 03'詑53-4111

(直通)船一6734-2876



烹弓" 殿

東日本大震災による被災地への人的支援については、既に各地方公共団体において

積極的な対応をしていただいているところであり、深く感謝・申し上げます。

被災地方公共団体においては、各地方公共団体からの人的支援を得ながら、懸命に

復旧・復興事業を進めているところですが、本格的な復旧・復興に係る事務量の増大

に対応するため、平成24年度においては広範な職種にわたって職員不足が避けられ

ない状況にあります。

各地方公共団体におかれては、被災地方公共団体の窮状をご賢察いただき,、被災他

地方公共団体に対する人的支援について、下記の事項に留意し、なお、一層のご理解

とご協力を賜りますとともに、被災地方公共団体におかれても、下記の事項を参考に

していただきますようぉ願いいたします。

貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨を確実にお伝えいただきますようぉ願

いしたします。

なお、本通知は、地方公務員法第59条(技術的助言)及び地方自治法第245条

の4 (技術的な助言)に基づくものです。

東日本大震災に係る被災地方公共団体に対する人的支援について

総 1テ公第 15 号

平成24年2月24日

別添5

総務省自治行政局公務員部長

1.被災地方公共団体における地方自治法に基づく中長期の派遣職員の受け入れ経

費絲合料、各種手当、赴任・帰任等の旅費、共済等負担金、宿舎借上費等の派遣

職員の受け入れに要する経費)については、その全額を特別交付税により措置す

ることとしております。

2.被災地方公共団体における本格的な復旧・復興に係る事務量の増大への対応と

しては、卸俳氏のとおり、他の団体からの職員の派造の他、任期の定めのない常勤

職員の採用、再任用職員の採用、必要な期間における任期付職員の採用が考えら

れるところで司、。

記



なお、被災地方公共団体において東日本大震災への対応のために職員の採用を

行うた場合の経費については、その全額を特別交付税により措置することとして

おりますので申し添えます。

併せて、雇用創出基金事業を活用して臨時・非常勤職員を採用することができ

ることを申し添えます。

3.被災地方公共団体に人的支援を行う団体においては、被災地方公共団体に派遣

された職員が行っていた業務に再任用職員等を充てる等も考えられるところであ
り、呂1俳氏の内容も参考にしながら、更なる職員派遣についてビ検討をお願いいた

します。

[連絡先]

総務省自治行政局公務員部公務員課長田、西巻

電話 03-5253-5542

FAX 03-5253-5552

e-mail t.osada@S0山nu. go, jp



偶嚇氏)本格的な復旧・復興に係る事務量の増大へ対応するための職員の派遣以外に

考えられる職員の確保策について

1 被災地方公共団体における職員採用の手法及び留意事項

①任期の定めのない常勤職員の採用仕也方公務員法第17条)

新卒者を中心とした採用以外に、経験者を中心とした中途採用を行うことが考

えられる。

②再任用職員(常勤/短時問勤務)の採用仕也方公務員法第28条の4~第28条

の 6)

定年退職に引き続いて再任用するほか、現在再任用されていない元職員を採用

し、その経験を活用することが考えられる。

③任期付職員(常勤/短時聞勤務)の採用(地方公共団体の一般職の任期付職員の

採用に関する法律第4条、第5条)

震災からの復旧・復興に係る事業については、.任期付職員法第4条第1項に定

める要件に当てはまるものであり(第5条第1項に定める短時間勤務職員におい

ても同じ。)、年齢に関わらず本人の能力に応じて任期付職員の採用が司能であ
る。また、任期付職員の採用においては、専門的な知識と経験を有する退職した

元職員を活用することも考えられる。

特に市町村においては、任期付職員法に基づく条例を制定していない団体が多

いことから、既に総務省から示している条例(仰D (別添参照)を参考に条例を

制定し、積極的に活用いただきたい。

④臨時・非常勤職員の採用仕也方公務員法第3条第3項第3号、第17条、第22

条)

上記の他、臨時的・補助的業務又は特定の学識・経験を要する職務に従事させ

る場合には、臨時・非常勤職員を採用することにより対応することも考えられる。

※①~③に要する経費についてはその全額を特別交付税により措置するととと

している。また、④については雇用創出基金事業を活用することができる。

2 被災地方公共団体に人的支援を行う団体における対応方法及び留意事項

①再任用職員の採用仕也方公務員法第28条の4~第28条の6)

被災地方公共団体に派遣された職員が行っていた業務に従事させるため、定年

退職に引き続いて再任用するほか、現在再任用されていない元職員を採用するこ

とも考えられる。

また、採用した元職員を被災地方公共団体へ派遣することも考えられる。

②任期付職員(常勤)の採用(地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律第4条)

任期付職員法第4条第2項に基づき、被災地方公共団体に派遣された職員が行

つていた業務に従事させるため、任期付職員の採用を行うことも可能である。



また、任期付職員法第4条第1項に基づき採用した職員を、被災地方公共団体

へ派遣することも考えられる。

任期付職員の留意事項等については、 1③も参照のこと。

③臨時・非常勤職員の採用仕也方公務員法第3条第3項第3号、第17条、第22

条)

上記の他、臨時的・補助的業務又は特定の学識・経験を要する職務に従事させ

る場合には、臨時・非常勤職員を採用することにより対応することも考えられる。



0一般職の任期付職員の採用に関する条例師D

(趣旨)

第一条この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律(平成十四年法律

第四十八号。以下「法」という。)第三条第一項及び第二項、第四条、第玉条、第六条第二項

並びに第七条第一項及び第二項の規定に基づき、職員の任期を定めた採用に関し必要な事項を

定めるものとする。

(職員の任期を定めた採用)

第二条任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する当該

高度の専問的な知識経験又は優れた識見を一定の期問活用して遂行することが特に必要とされ

る業務に従事させる場合には、職員を選考により任期を定めて採用することができる。

2 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経験

が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当する

ときであって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保す

るために必要であるときは、職員を選考により任期を定めて採用することができる。

当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専門的な知識

経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を部内で確保tることが

一定の期間困難である場合

当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当該専門的な知二

識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該者が有する当該専門的な

知識経験を有効に活用することができる期問が一定の期間に限られる場合

当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要があるたΞ

め、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を

部内で確保することが一定の期間困難である場合

四当該業務が公務外に浦ける実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験を必要と

するものであるごとにより、当該業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用

することができる期問が一定の期間に限られる場合

第三条任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限0て従事させることが

公務の能率的運営を確保tるために必要である場合には、職員を任期を定めて採用することが

できる。

一定の期間内に終了することが見込まれる業務

一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務

2 任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各号に掲げる業務の

いずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業務以外の業務に期間を限って従事さ

せることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、職員を任期を定めて採用す

ることができる。

(別添)

一
二



(短時間勤務職員の任期を定めた採用)

第四条任命権者は、短時間勤務職員を前条第一項各号に掲げる業務のいずれかに従事させるこ

とが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、短時間勤務職員を任期を定めて

採用す、ることができる。

2 任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供されるサービスにつ

いて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提供体制を充実し、又はその延長した

提供時間若しくは充実した提供体制を雛持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当

該サービスに係る業務に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるとき

は、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。

3 任命権者は、前二項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受けて勤務しない時間につ

いて短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため適当である

と認める場合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。

地方公務員法(昭和二十五年法律第二百六十一号)第二十六条の二第一項又は第二十六条

の三第一項の規定による承認

職員の勤務時間、休暇等に関tる条例(平成0年0月0日00県条例第0号)第00条、[職二

員の勤務時問、休暇等に関する条例(案)(平成六年八月玉日付け自治能第六十五号)第十

八条相当規定]の規定による介護休暇の承認

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成三年法律第百十号)第十九条第一項の規定に三

よる承認

(任期の更新)

第六条任命権者は、第二条から第四条の規定により任期を定めて採用された職員の任期を更新

する場合には、当該職員の同意を得なけれぱならない。

(任期の特例)

第王条法第六条第二項の規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

第三条第一号に掲げる業務の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延期され

た場合その他やむを得ない事情により第三条又は第四条の規定により任期を定めて採用され

た職員又は短時間勤務職員の任期を延長することが必要な場合で第三条又は第四条の規定に

より任期を定めて採用した趣旨に反しない場合

00県00計画に基づき平成00年までに期間を限定して実施する00業務に従事させる二

場A

附則

この条例は、平成00年0月0日から施行する。


